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港区における買い物環境改善に向けた実態調査個票データのご利用に際して 
 

令和５年３月 

港区政策創造研究所 

 

以下、注意点になりますので、データのご利用の前に必ずお読みください。 

「港区における買い物環境・食事行動に関する実態調査」（区民調査） 
 

■個人の特定の可能性から、以下の情報を削除又は加工しています。 

  自由記述の回答（削除） 

  Q１.性別（「その他」を無回答処理）、年齢（11 区分に集約：１=18～24 歳、２=25～29 歳、

３=30～34 歳、４=35～39 歳、５=40～44 歳、６=45～49 歳、７=50～54 歳、８=55～59 歳、

９=60～64 歳、10=65～69 歳、11=70 歳以上） 

  Q18．同居者の年齢（３区分に集約：１=18 歳未満、２=18～64 歳、３=65 歳以上） 

  Q19．国籍（「外国籍」を無回答処理） 

  Q20．居住地区（５地区に集約：１=芝、２=麻布、３=赤坂、４=高輪、５=芝浦港南） 

  Q22．転入前居住地（３ブロックに集約：１=東京都特別区部、２=東京都特別区部以外の関

東４都県、３=その他の地域） 

  Q32．５年後の居住希望地（４ブロックに集約：１=東京都港区、２=東京都特別区部（港区

以外）、３=東京都特別区部以外の関東４都県、４=その他の地域） 

※「東京都特別区部以外の関東４都県」は、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県 

 

■複数の情報を組み合わせて作成した変数情報を追加しています。 

  Q５．品目別の買い物先（13 の選択肢のうち上位３か所を答える設問を、マルチアンサーと

して処理：選択している場合は１、そうでない場合は０の値） 

   変数名：fukushoku1～13、durable1～13、daily1～13、food1～13 
 

服飾品 

(衣類、装飾品、は

き物など) 

耐久消費財 

(家具、家電など) 

日用品・消耗品 

(薬、化粧品、トイレッ

トペーパーなど) 

食料品 

(肉、野菜、加工食

品など) 
対応する買い物先情報 

fukushoku1 durable1 daily1 food1 スーパー・ショッピングセンター 

fukushoku2 durable2 daily2 food2 コンビニエンスストア 

fukushoku3 durable3 daily3 food3 百貨店・デパート 

fukushoku4 durable4 daily4 food4 商店街 

fukushoku5 durable5 daily5 food5 ドラッグストア 

fukushoku6 durable6 daily6 food6 100 円均一ショップ 

fukushoku7 durable7 daily7 food7 生協や農協などの共同購入・宅配 

fukushoku8 durable8 daily8 food8 料理メニュー食材セットの宅配サービス 

fukushoku9 durable9 daily9 food9 個人商店の配送サービス（御用聞きなど） 

fukushoku10 durable10 daily10 food10 移動販売（移動販売トラックや行商など） 

fukushoku11 durable11 daily11 food11 スーパーのオンライン販売の配送サービス 

fukushoku12 durable12 daily12 food12 
店舗以外のインターネット販売（インターネッ

ト販売専門業者など）の配送サービス 

fukushoku13 durable13 daily13 food13 その他 

 

  居住月数（居住年数と月数の回答の単位を月に統一した変数を作成） 

   変数名：living_months 

  世帯構成（子どもの年齢情報を基にした３類型の変数を作成） 

   変数名：household_type（１=６歳未満の子どもがいる世帯、２=６～18 歳以下の子どもが

いる世帯、３=その他の世帯） 

  等価所得（額面の世帯年収を世帯人数の平方根で除した変数を作成） 

   変数名：eq_income 
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「港区の飲食業・小売業の実態と事業展開の方向性に関する調査」（事業所調査） 
 

■事業所の特定の可能性から、以下の情報を削除又は加工しています。 

  自由記述の回答（削除） 

  Q１．所在地区（５地区に集約：１=芝、２=麻布、３=赤坂、４=高輪、５=芝浦港南） 

  Q４．延床面積（20％程度ずつに区切り５分位化：１=第一・五分位（下位 20％の面積）～ 

５=第五・五分位（上位 20％の面積）） 

  Q５．従業員数（100 人以上は 100 人に集約） 

 

【個票データに基づく成果の公開に際しての注記】 
 

■論文や学会発表等で成果を公開する際には、附記や謝辞等で港区政策創造研究所よりデータの提

供を受けた旨、明記してください。 

例 「港区における買い物環境・食事行動に関する実態調査」（区民調査）の二次利用に

あたり、港区政策創造研究所から個票データの提供を受けました。 

 

【データの利用報告（成果物の送付）】 
■成果物（学会報告資料、報告書論文資料、学術雑誌論文資料等）の電子ファイルを以下の Email

アドレス宛てに送ってください。送付期限は、成果の公開後１か月以内とします。電子的に送付

することが難しい場合は、現物を郵送でご送付ください。 

〒105-8511 港区芝公園一丁目５番 25 号 

港区政策創造研究所（港区企画経営部企画課内） 

E-mail： minato110@city.minato.tokyo.jp 
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